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平成２１年（フ）第２３号
三重県伊勢市神久５丁目７番68号
破産者 中村 功
１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

津地方裁判所伊勢支部破産係
平成２１年（フ）第１１１号
三重県伊勢市柏町910番地１
破産者 株式会社ジャパンネクストガレージ三
重

１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

津地方裁判所伊勢支部破産係
平成２１年（フ）第１１９号
三重県伊勢市御薗町長屋字清水555

破産者 有限会社竹中工作所
１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

津地方裁判所伊勢支部破産係
平成２０年（フ）第６３８号
滋賀県守山市水保町1255番地39

破産者 滋賀米運株式会社
１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

大津地方裁判所民事部
平成２１年（フ）第２２７２号
京都市山科区御陵大津畑町22番地の20

破産者 京都莫大小晒染株式会社
１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

京都地方裁判所第５民事部破産係
平成２０年（フ）第７７６号
奈良県桜井市大字金屋175番地
破産者 株式会社井戸建設

１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

奈良地方裁判所
平成２１年（フ）第８６３号
奈良県大和郡山市本庄町182番地の８
破産者 有限会社ケイ・ワン・カンパニー
１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

奈良地方裁判所
平成２２年（フ）第８号
沖縄県うるま市字具志川3391番地の３
破産者 有限会社宮平組
１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

那覇地方裁判所沖縄支部
平成２２年（フ）第９号
沖縄県沖縄市泡瀬２丁目28番17号 コーポゆ
うな３`Ａ
破産者 宮平 良孝
１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

那覇地方裁判所沖縄支部
平成２１年（フ）第９９号
秋田県由利本荘市矢島町荒沢字矢越２番地２
破産者 株式会社山田屋
１ 決定年月日 平成22年７月13日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

秋田地方裁判所本荘支部
平成２２年（フ）第８３号
茨城県つくば市北中島359番地１
破産者 株式会社純システム
１ 決定年月日 平成22年７月13日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

水戸地方裁判所土浦支部破産再生係

平成２２年（フ）第１５９号
静岡市清水区折戸１丁目14番15号
破産者 有限会社ブロスエージェント
１ 決定年月日 平成22年７月13日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

静岡地方裁判所民事第２部
平成２２年（フ）第８３号
群馬県高崎市高浜町588番地１
破産者 アクテブライズ株式会社
１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

前橋地方裁判所高崎支部
平成２２年（フ）第１２３号
埼玉県狭山市大字水野570番地101

破産者 株式会社Ｇｅｎｓｅｎ
１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

さいたま地方裁判所川越支部
平成２１年（フ）第７５号
千葉県四街道市つくし座２丁目８番５号
破産者 杉田 幸男
１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

千葉地方裁判所佐倉支部
平成２１年（フ）第２５４号
千葉県成田市畑ケ田835番地13

破産者 清建工業株式会社
１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

千葉地方裁判所佐倉支部
平成２１年（フ）第２５５号
千葉県山武郡芝山町山中787番地１、前住所
千葉県富里市御料884`57`106

破産者 戸井 清和

１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

千葉地方裁判所佐倉支部
平成２２年（フ）第２０号
千葉県茂原市高師948番地
破産者 福澤 仁洋
１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

千葉地方裁判所一宮支部破産係
平成２１年（フ）第２０６６１号
東京都港区虎ノ門４丁目１番６号
破産者 株式会社トリニティコミュニケーショ
ンズ

１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

東京地方裁判所民事第20部
平成２１年（フ）第２２２４０号
東京都新宿区四谷２丁目８`503

破産者 松原 信
１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

東京地方裁判所民事第20部
平成２２年（フ）第７２９７号
千葉県市川市八幡４丁目15`９
破産者 光岡 敏彰
１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

東京地方裁判所民事第20部
平成２２年（フ）第７４０３号
東京都中央区東日本橋２丁目１番６号岩田屋
ビル
破産者 株式会社イー・フォーカス
１ 決定年月日 平成22年７月14日
２ 主文 本件破産手続を廃止する。
３ 理由の要旨 破産財団をもって破産手続の費
用を支弁するのに不足する。

東京地方裁判所民事第20部
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